
  

 

事前確認制度（APA）、着実に進展 
 

In brief 
 

  インド直接税中央委員会（CBDT）はこのほど、移転価格税制における事前確認制度（Advanced 

Pricing Agreement＝APA ）についての第 2回報告書を発表しました。 

 報告書によりますと当局との合意に達したのは累計 219件です。このうち FY2017-2018での合意は

67件で進展がみられます。 特筆すべき点として、ユニラテラル APA（対インド当局とのみの合意）

からバイラテラル APA（インドおよび取引相手国当局による２国間合意）への移行が挙げられま

す。 

 

主な報告は下記の通りです。 

 

-制度導入（2012 年）から 2018 年 3月末までの申請件数は 985件＜うちバイラテラルは 197

件(審査中の転換を含む)＞。合意件数は 219件（うちバイラテラル 20件）。取り下げなど

は 82件。2018年 3月末で審査中なのは 684件(うち 2国間 161件)。 

 

-これまで 35件のユニラテラル申請が審査中にバイラテラル APAに転換された。反対に、2

件のバイラテラル APA がユニラテラル APAに転換された。 

 

-FY2017-18の APA申請件数 168件（前年比 67件増）、うちバイラテラル APA53件（前年

比 30件増） 

 

-FY2017-18の APA合意件数 67件（前年比 21件減）、うちバイラテラル APA9件 

 

-2国間 APA の相手国は米国が最多(75件)。英国(45件)、日本(25件)がこれに続く。 

 

-当初はユニラテラルでの申請であったものをバイラテラル APAに転換したケース 35件、バ

イラテラルからユニラテラルへの転換 2件 

 

-合意に要する平均期間は、バイラテラル APAでは 45.78か月、ユニラテラル APAでは

38.62か月 

 

詳しくは英語版をご覧ください。  

https://www.pwc.in/assets/pdfs/trs/transfer-

pricing/2018/pwc_news_alert_4_september_2018_india_publishes_its_second_apa_annual_report

.pdf 

 



下記までお気軽にお問い合わせくださいませ。 

 

■デリー/グルガオン 

 

ディレクター 古賀 昌晴 （ムンバイ兼務） 

Direct: +91 (0)124 330 6531 / Mobile: +91 (0) 9650388830  

masaharu.koga@pwc.com 

 

アソシエイトディレクター 中間 雅彦 

Mobile: +91(0)8860932929(India) / +81-(0)80-1226-6207(Japan) 

masahiko.nakama@pwc.com 

 

アソシエイトディレクター 笠井 周(プネ/アーメダバード兼務)(日本国会計士)  

Direct: +91(0)124 4620442 / Mobile: +91(0) 9560106683  

chikashi.kasai@pwc.com 

 

マネジャー 横山 義晃 (コルカタ兼務)(日本国会計士・税理士) 

Direct: +91(0)124 330 6824 / Mobile: +91(0) 9560335454  

yoshiaki.yokoyama@pwc.com 

 

マネジャー  多田  千香子 

Mobile: +91(0)8860160735 

chikako.tada@pwc.com 

  

アソシエイト 芦田 千尋  

Mobile: +91(0)9910397025  

chihiro.ashida@pwc.com 

 

 シニアアナリスト アマン ソラン（日本語可） 

Mobile: +91(0)9718880415 

aman.soran@pwc.com  

 

■バンガロール(ハイデラバードおよびチェナイ兼務) 

マネジャー 戸原 英則  (日本国公認会計士) 

Direct: +91 (0) 80 4079 4118  / Mobile: +91 (0) 9902026401  

tohara.hidenori@pwc.com 

 

■ チェナイ 

アソシエイト 山崎 嘉夫 

Direct: +91 (0)44 6607 5328  / Mobile: +91 (0) 9962817839  

yoshio.yamazaki@pwc.com 
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